
























































































































































































































































ふくしま未来支援センターが、平成 25 年 3 月に、
タブレット端末を用いて、住民の生活状況データ
を一元管理できる「被災者支援管理システム」を
開発し、一人ひとりの被災者の支援カルテとして
活用すべく取り組んだ経緯がある（富岡町で導入
が検討されたため「富岡方式」ともいわれる）。
罹災証明書の発行を起点とする京大方式の被災
者台帳システムは、「人ではなく物件に着目する」
という点で、一人ひとりの人に寄り添うという基
本的視座に不足がある。住民基本台帳をベースに
した西宮方式の被災者台帳システムは、人を基準
にしている点で優れており、福島大学のシステム
と思想を共有し融和的であるが、機動力と情報共
有力の点で、福島大学のシステムに先進性がある
と感じられる。
ところが、福島大学のシステムは個人情報保護
を慎重に考慮して実用化が凍結されているとのこ
とである。これは個人情報保護の過剰反応による
明らかな誤りであるから、一刻も早く実用化する
ことが望まれる。
（3）上記の 3 システムとも、「被災者台帳」とい
う行政の情報管理システムの具体化である。一人
ひとりに寄り添うという観点からすると、むしろ
情報を保持・把握すべきは、それぞれの被災者で
あるべきではなかろうか。
日本弁護士連合会では、「被災者ノート」と「被
災者カルテ」というアイディアを提唱している。
被災者自身が、自らが被ったダメージや、これま
での生活再建の軌跡と支援制度の利用記録など
を、「被災者ノート」に記録して保持する。また、
様々な支援者や専門家らが調査したり、アドバイ
スをした結果を「被災者カルテ」に書き残して、
被災者の元に保管しておく。そうすることで、被
災者の情報が被災者の下に一元管理されることと
なり、その結果、縦割りの施策は被災者の下で統
合化され、官民の様々な被災者支援や助言は被災
者の下で連携されることとなる。
もちろん復興曲線は、ノート等と共に保管し、
節目で逐次点検することになるだろう。
7	 むすび
一人ひとりを大切にするという価値観は日本国
憲法が最も重要視する考えである。憲法 13 条が
規定する、個人の尊重、生命の尊重、自己決定
権、幸福追求権は、いずれも一人ひとりを大切に
するという理念を源泉にしている。
原発避難者に対する支援施策に欠けているの
は、一人ひとりが大切にされていない点である。
そうであれば、取り組むべき課題は明らかで、一
人ひとりを大切にする施策の実施である。
これを阻む壁は、一つは制度の欠落であり、二
つは政府の不理解である。そして三つは公平性を
妄信する国民的愚考である。「不公平」を持ち出し
て一人ひとりの違いを問題視し、あるいは、「公
平」を理屈に切り捨てや打ち切りをする行政の論
理を無批判に受け入れる社会実態がある。
これらと正面から闘うのも大事なことだが現実
的に目の前の課題を解決していくことも大事なこ
とである。私は、一人ひとりに向き合う災害ケー
スマネジメントの実行を強調したい。
注
1）	 	 菅野拓「みなし仮設を主体とした仮設住宅供与お
よび災害ケースマネジメントの意義と今後の論
点─東日本大震災の研究成果を応用した熊本市に
おけるアクションリサーチを中心に」日本学術会議
／第 3 回防災学術連携シンポジウム論考集。
